
居宅介護支援における特定事業所集中減算フローチャート 
 

4サービス毎(訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着型通所介護)に 

紹介率(集中割合)を計算する。(全居宅介護支援事業所が実施する) 

【様式 1「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る報告書」の作成】  

 

各サービス種別毎の紹介率(集中割合)が、いずれか 1つ

でも 80％を超えている。 

※小数点以下切り上げ、81％以上は要報告。 

各サービス種別毎の

紹介率が、全て 80％

以下である。 

市へ様式 1を提出し報告する。 

【正当な理由がある場合は 

「特定事業所集中減算の「正当な理由」」を併せて提出】 

報告不要 

正当な理由 

(市が判断) 

※特段の事情によるものは

市で再計算を行う。 

正当な理由がない 

(提出された理由が不適当な場合含む) 

減算の対象とはならない 

減算の対象とはならない 減算適用期間において

減算を行う。 

紹介率の計算結果を

２年間保存する 


